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本日の内容
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CDPシティ

CDPシティプログラムの紹
介とスコアリングの枠組み
について紹介します。

2021年の日本自治体回答

日本の自治体の2021年質問
書回答結果の概要を説明し
ます。

2022年に向けた準備

スコアの改善を目指して、
どのように準備ができるか、
リソースなどを紹介します。
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CDPとは

投資運用額110兆ドルを超える590を超える投資家

購買力4兆ドルを超える200以上のサプライチェーンプログラムメンバー

13,000社を超える企業（世界の時価総額の6割以上）からの回答

2020年度にはJapan500の65%が情報開示

1,000以上の都市自治体、70を超える州・地域が環境情報を開示

www.cdp.net | @CDP



CDPに環境情報を開示する自治体は年々増加
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www.cdp.net | @CDP

2021年は
日本の189自治体が回答



CDPシティ 自治体のメリット：
気候変動対策の向上
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適応スコア 緩和スコア
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自治体の回答に対し、
スコアとフィードバック
レポートを提供

 地域の平均値との比較

 得点の説明と改善のため
のリソースの提供

 日本語でレポートを提供
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 CDP-ICLEI統一報告システムを通し

て、様々なグローバルイニシアチブ

への参加とデータ提出が可能

 GCoM（世界首長誓約）、C40、

WWFのワンプラネット・シティチャ

レンジ等への参加/データ提出が可能

 Race to ZeroやSBT for Citiesなど

へのイニシアチブへの参加を支援

www.cdp.net | @CDP

CDPシティ 自治体のメリット：
グローバルイニシアチブ/ネットワークへのアクセス
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投資家・企業が自治体の環境の取り

組みの理解を促進

国内外の投資やサポートを呼び込む

機会を創出

企業との連携を促進

1000以上
の気候関連プロジェク
トが民間セクターの関

与を求める

その総費用は

520億米ドル

www.cdp.net | @CDP

CDPシティ 自治体のメリット：
投資家・企業とのかかわり



CDPシティ2021質問書の対象トピック
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質問書のトピック サブスコアカテゴリー

自治体詳細とガバナンス 適応と緩和の両方

気候関連の危険と脆弱性 適応

適応 適応

自治体全体の排出量 緩和

排出量削減 緩和

機会 適応と緩和の両方

エネルギー 緩和

輸送 緩和

食品 緩和

廃棄物 緩和

水セキュリティー 適応



www.cdp.net | @CDP9

CDPシティ スコアリング

情報開示

情報開示を始めた都市

リーダーシップ

環境影響を軽減するた

めに実際に行動をとり、

ベストプラクティスの

リーダーシップを

発揮している都市

認識

環境への影響を

認識している都市

マネージメント

気候変動の影響に

対処し、排出量を

管理するために

活動している都市

ＣＤ Ｂ Ａ
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CDP シティAリスト

◼ Aリストの都市数は2018年の

43から2021年には95に増加で

は横浜市がAリスト入り

◼ 2021年、Aリスト入りとなった

日本の自治体は、3都市：

東京都、京都市、横浜市

**（各自治体のスコアは

Ａリストを除いて非公開）

www.cdp.net | @CDP



2021年度CDPシティの日本自治体回答結果

 世界で最も多い情報開示自治体数：2050年カーボンゼロシティへの注目

 環境省「令和2年度 地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関す
る法律施行状況調査」データからの転記を基本としたCDP回答の入力支援

 「地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査」からの転記により、
「４．排出量インベントリ」と
「５．削減目標」にかかる回答が充実

 緩和策の回答上位：低炭素またはゼロ炭素エネルギーの供給と生成、

エコ地域開発戦略、廃棄物抑制政策
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2021年度CDPシティの日本自治体回答結果

 認識される気候変動リスク上位：暴風雨、熱波、川の氾濫、地滑り

 適応策の回答上位：キャンペーンと意識啓発、洪水マッピング、

警告および避難システムを含む危機管理

 日本の自治体の39%は、持続可能性プロジェクトに関して企業と連携

 金融セクターとの連携の重要性：再生可能エネルギー分野

 今後はハイスコアを目指し、適応計画やセクター別のデータ入力を期待。
例：気候ハザード・脆弱性のリスク評価、エネルギー、水セキュリティ等
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Next Steps（次のステップ）の資料 – 翌年度開示サイクルに向けた推奨事項

スコアリング基準 – スコアリングに関する詳細な説明

シティスコアリングのよくある質問

2022年度に向けて：重要なリソース
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2022年度開示サイクルに向け、資料は更新されます。

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/004/993/original/Next_Steps_for_CDP_Scoring_Japanese_2021.pdf
https://guidance.cdp.net/ja/guidance?cid=21&ctype=theme&gettags=0&idtype=ThemeID&incchild=0&microsite=0&otype=ScoringModule&page=1&tags=TAG-570%E2%80%8B
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/214/original/%E3%82%B7%E3%83%86%E3%82%A3%E3%82%B9%E3%82%B3%E3%82%A2%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%81%AE%E3%82%88%E3%81%8F%E3%81%82%E3%82%8B%E8%B3%AA%E5%95%8F2021.pdf


自治体の回答の閲覧方法

①CDPにサインイン→
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←②貴自治体のダッシュボードの一番下に左のような
検索画面がありますので、こちらから閲覧されたい
自治名を入力（例えば、New Yorkなどと入力。
「City of ～」、「～ City」等と入力すると表示さ
れやすくなる場合があります。）

③右のような画面に変わり、下線のある自治体名を
クリック（例：「New York City」が表示）→

（New York Cityの過去の回答リストが表示、閲覧
したい年の回答をクリックすると回答が表示）



Name | @Twitter15

2022年度 情報開示サイクルのスケジュール (予定）

2022年に公開予定の資料

 2022年度シティ質問書変更点の説明資料

 2022年シティ質問書とガイダンス

 2022年スコアリング基準

 ウェビナーと解説書（日本語）

 2022年の回答に対するレスポンスチェック （対応可能自治体数限定）

3月

スコアを取得するため、
7月（未定）までに質問
書を提出

2月 5月4月 7月6月

4月にオンライン回答シ
ステム（ORS）を開設

4月にガイダンスとスコ
アリング基準を公開

回答要請の招待状を
市長に送付

自治体が6月（未定）
まではレスポンスチ
ェックを要請可能
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CDP ジャパン事務局
Address:東京都千代田区大手町2-2-1新大手町ビル3階

Tel: +81 (0)3 6225 2232

www.cdp.net/ja/japan（日本語サイト）

Contact email address:
cities.japan@cdp.net


